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Ⅴ 資料編 

 

 

 

 

１．連絡会開催案内（抜粋） 

 

２．事業実施要綱・要領 
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■事業実施要綱 

 

精神障害者就労定着連携促進事業実施要綱 

 

２９福保地障第１８１７号 

平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

 

 

１ 目的 

  この要綱は、精神障害者が安定して働き続けるために、就労支援及び職場定着支援を行うにあたり、医療機

関・就労支援機関・企業等の連携促進を図ることを目的とする精神障害者就労定着連携促進事業（以下「本

事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 実施主体 

  本事業の実施主体は、東京都（以下「都」という。）とする。ただし、３（１）から（３）までの事業の全部又は一部を

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 27 条に基づき、都道府県知事が指定し

ている障害者就業・生活支援センターに（以下「委託事業者」という。）に委託して実施することができる。 

 

３ 事業内容 

  本事業は、次に掲げる事業をいう。 

（１）研修事業 

   就労移行支援事業所等と精神科医療機関との連携を強化するため、就労移行支援事業所等に対し、精神

科医療機関との連携のために必要となる知識を習得させることを目的に、精神疾患や精神医療の基礎知識

のほか、精神科医療機関との情報交換スキル等を向上させる研修を実施する。 

（２）精神障害者就労定着支援連絡会 

   精神障害者の就労・定着を促進させることを目的に、都内 6 圏域に精神科医療機関・就労支援機関・企業

等などの就労支援の関係機関が集まる連絡会を設置し、意見交換のほか、連携事例のケース検討等を行

う。 

（３）医療機関・就労支援機関連携モデル事業 

   精神科医療機関に就労支援・職場定着支援の理解促進を図るとともに、就労支援機関と精神科医療機関

において、企業等の意見を取り入れた精神障害者の就労支援に関する連携プログラムを作成し、その成果

の他の医療機関・就労支援機関及び企業等への普及啓発を図る。 

 

４ 費用負担 

  本事業に要する費用は、都が負担するものとする。 

 

５ 関係機関との連携 

  都及び委託事業者は、本事業の実施に当たり、区市町村障害者就労支援センター及びその他関係就労支

援機関等と密接な連携を保ち、効果的な事業運営を図るものとする。 

 

６ その他 

  本事業の実施に関し、この要綱に定めのない事項については、別途定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

■連絡会事業実施要領 

 

 

精神障害者就労定着支援連絡会実施要領 

 

２ ９ 福 保 障 地 第 １ ８ １ ７ 号 

平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

平成 ３１年 ３月 ２９日一部改正 

 

１ 目的 

この要領は、障害者就労定着連携促進事業実施要綱（平成３０年３月３０日付２９福保障地第１８１７号。以下

「実施要綱」という。）に定めるもののほか、実施要綱３（２）の精神障害者就労定着支援連絡会（以下「本事業」

という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 事業内容 

  本事業は、精神障害者就労定着支援連絡会（以下「連絡会」という。）を都内６圏域ごとに開催する。 

なお、連絡会の実施にあたっては、事務局会議を組織し連絡会の企画立案を行うほか、関係機関との連携

に資するツールについて試行及び検証を行うものとする。 

（１）事務局会議 

  ア 委員 

    事務局会議の委員は次の機関に所属するものから選任する。 

（ア）精神科医療機関 

（イ）就労支援機関 

（ウ）企業 

（エ）学識経験者 

（オ）その他、事務局会議の機関として相応しい機関 

イ 内容 

（ア）連絡会の企画立案 

（イ）連絡会関係機関の連携に資するツール試行び検証 

（ウ）連絡会の報告書の企画・作成 

（エ）その他 

ウ 規模 

年８回開催する。 

（２）連絡会 

ア 関係機関 

  参加する関係機関は次の通りである。 

（ア）精神科医療機関 

（イ）就労移行支援事業所 

（ウ）就労定着支援事業所 

（エ）企業 

（オ）区市町村障害者就労支援センター 

（カ）ハローワーク 

（キ）職業障害者相談センター 

（ク）特別支援学校 

（カ）その他 
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イ 内容 

    障害者就労支援及び障害者雇用における関係機関連携の事例検討や分析、意見交換等を実施する。 

ウ 規模 

開催規模を１回につき 100 名程度とし、年４回実施する。 

 

３ 関係機関の連携に資するツールの試行及び検証 

 ア 連携に資するツールの試行及び検証に当たっては、連絡会関係機関の同意を得て試行を行い、その検証

結果をツールに反映させるとともに、関係機関内で広く活用することができるよう工夫に努めること。 

 イ 連絡会の内容を報告書としてまとめ、広く関係機関に周知を図ること。 

 

４  その他 

  本事業に実施に関し、この要領で定めのない事項については、別途定めるものとする。 

 

  附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

■研修事業実施要領 

 

研修事業実施要領 

 

２９福保障地第１８１７号 

平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

１ 目的 

この要領は、障害者就労定着連携促進事業実施要綱（平成３０年３月３０日付２９福保障地第１８１７号。以下

「実施要綱」という。）に定めるもののほか、実施要綱３（１）の研修事業（以下「本事業」という。）の実施に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 規模 

研修規模は２日間のカリキュラムで 1回につき５０名とし、年３回実施する。 

 

３ 事業内容 

本事業は、精神疾患や精神医療の基礎知識のほか、精神科医療機関との情報交換スキルを養成する。 

（１）基礎編 

   就労支援における精神科医療機関との連携の重要性 

（２）応用編 

   精神科医療機関との連携に関する具体的な情報交換スキル 

 

４ 対象 

就労移行支援事業所及び就労定着支援事業所を対象とする。 

 

５ 修了証の交付 

研修科目をすべて履修した者に対し、都が修了証を交付する。 

 

６ その他 

本事業の実施に関し、この要領に定めのない事項については、別途定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

■モデル事業実施要領 

 

 

医療機関・就労支援機関連携モデル事業実施要領 

 

２９福保地障第１８１７号 

平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ ０ 日 

 

１ 目的 

  この要領は、障害者就労定着連携促進事業実施要綱（平成３０年３月３０付２９福保障地第１８１７号。以下「実

施要綱」という。）に定めるもののほか、実施要綱３（３）の医療機関・就労支援機関連携モデル事業（以下「本事

業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 事業内容 

本事業の目的を達成するために、精神科医療機関・就労支援機関・企業等が連携して、以下の内容を実

施する。 

（１）就労支援に取り組んでいる精神科医療機関との協力体制の構築 

（２）精神科医療機関への就労支援・職場定着に対する理解促進にかかる具体的な取組 

（３）企業の意見を取り入れた精神科医療機関・就労支援機関連携プログラム（以下「連携プログラム」という。）の

作成 

（４）連携プログラムの試行・評価・改善 

（５）精神科医療機関・就労支援機関・企業等への連携プログラムの普及啓発 

 

３ その他 

  本事業の実施に関し、この要領に定めのない事項については、別途定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日 
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